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１．はじめに
　複数の部門出身のメンバーからプロジェクト・チームやタスク・フォースを
編成し，プロジェクトを進める製品開発スタイルは多くの企業で採用されてお
り（Barczak, Griffin and Kahn 2009; 十川ほか 2006）⑴，製品開発研究におい
ても中心的なテーマとして多くの研究者たちが様々な議論を展開してきた（cf. 
Gerwin and Barrowman 2002; Griffin and Hauser 1996; Page and Schirr 2008; 
Troy, Hirunyawipada, and Paswan 2008）。例えば，竹内・野中（1985）は異
なる職種や思考を有するメンバーでチームを構成するという異種交配によっ
て，創造的な製品コンセプトを生み出すことができると主張している。また，
Sethi and Nicholson（2001）は，部門間の関係性を強化したり，プロジェクト
の成否と報酬を結びつけ，責任をチームに負わせることで，チーム・メンバー
の熱心で協調的な行動（Charged Behavior）が引き起こされ，結果として新
製品パフォーマンスが向上すると指摘している。一方，Ancona and Caldwell
（1992）では，職能多様性がイノベーションに及ぼすネガティブな影響が明ら
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かにされており，その理由として彼らは，職能多様性が高まると，チームワー
クを十分に発揮できなくなることをあげている。
　このように，部門横断的な製品開発チームと新製品パフォーマンスの関係に
ついて多くの研究が進められてきたが，課題も残されている。第１に，先行研
究の多くはチーム・メンバー間のコミュニケーションや協働といった行動要素
に主たる関心が寄せられており，心理要素については十分には明らかにされて
いない（石田 2008）。実際，製品開発に関するレビュー研究（e.g., Brown and 
Eisenhardt 1995; Page and Schirr 2008）やメタアナリシス（e.g., Henard and 
Szymanski 2001; Montoya-Weiss and Calantone 1994）においても，製品開発
チームにおける心理要因に関する変数は議論されていない。第２に，製品開発
チームにおける職能多様性と新製品パフォーマンスの関係については，様々な
主張があり，統一的な見解には至っていない。例えば，Sethi（2000a）や
Keller（2001）では，職能多様性と製品品質には有意な関係がないことが明ら
かにされており，Lee and Chen（2007）ではプロジェクト・パフォーマンス
とのプラスの関係が明らかにされており，Cabrales et al.（2008）ではラディ
カルなイノベーションに対してマイナスの影響を与えることが明らかにされて
いる。
　石田（2008）は，ハイテク企業を対象としながら製品開発チームの心理要因
と新製品パフォーマンスの関係を明らかにすることで前者の課題に対して応え
ているが，残された研究課題として下記をあげている。それは，（1）幅広い業
種を対象とした調査，（2）チーム・アイデンティティの先行要因の検討，（3）
チーム・アイデンティティが行動要素に及ぼす影響の検討，などである。そこ
で本研究では，先行研究の限界や石田（2008）の課題に応えるため，製品開発
チーム要因が新製品パフォーマンスに及ぼす影響に関する仮説を導出し，上場
製造業企業を対象とした調査の結果から仮説の検証を行う。
　本稿の構成は下記のとおりである。まず，次節において理論的背景をベース
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としながら，本研究の概念モデルを提示する。第３節において仮説を導出し，
第４節と第５節では，調査の概要と仮説の検証結果について示す。第６節にお
いて分析結果を考察し，最後に第７節において本研究のまとめと今後の課題に
ついて言及する。
２．概念モデル
　Day and Wensley（1988）の Source-Position-Performance フレームワーク
に基づき，概念モデルを構築した（図表１参照）。Source-Position-Perfor-
mance フレームワークは，企業の資源やスキルなどの優位性の源泉（Source）
が，差異化やコスト優位性などの市場における競争的な地位（Position）へ結
びつき，最終的に高い業績（Performance）を達成できるという流れを包括的
に示しており，製品開発研究において支持されてきた（e.g., Im and Workman 
2004; Nakata et al. 2006; Song and Parry 1997）。本研究では，製品開発チーム
要因が市場における新製品の優位性を向上させ，売上や利益といった新製品の
財務的なパフォーマンスに結びつくという因果関係を規定した。
　製品開発チーム要因は，Cohen and Bailey（1997）の概念フレームワークや
Kearney and Gebert（2009）の実証モデルを援用し，心理要因，行動要因，
組織要因という３つの視点からとらえた。Cohen and Bailey（1997）は，54件
のチーム研究をレビューした結果，集団プロセスとしてチームの心理要因と行
動要因を識別し，これらの要因がチームの有効性に寄与するという概念フレー
ムワークを提示している。本研究では，Kearney and Gebert（2009）と同様，
チームの心理要因と行動要因を同時に検討した。なぜならば，製品開発チーム
の集団プロセスとパフォーマンスの因果関係をより深く，包括的に理解できる
ためである。また，チームの心理要因に影響を及ぼす先行要因として，チーム
の組織要因に着目した（Cohen and Bailey 1997）。
　製品開発チームの心理要因として，製品開発チーム・アイデンティティを検
289
114 早稲田商学第 422 号
討した。製品開発チーム・アイデンティティとは，各メンバーが自らの所属部
門以上に製品開発チームに対して帰属意識を有し，新製品の成功や失敗に責任
感を抱く程度である（Im and Workman 2001; 石田 2008; Mackie and Goethals 
1987; Sethi 2000b; Sethi, Smith, and Park 2001）。チーム・アイデンティティが
強まることで，メンバーはチームの目標を達成するために部門の代表者として
ではなくチームの一員として行動し，自分の業務以外の業務でも積極的に従事
したり，部門間の利害の壁を越えて他のメンバーと協力するよう動機付けられ
るだろう。したがって，製品開発チーム・アイデンティティはメンバーのチー
ム内における行動を引き起こす重要な先行要因として位置づけた。
　行動要因としては，製品開発チーム・メンバーの協調行動と援助行動に着目
した。協調行動とは，チーム・メンバーの情報共有，意見交換といった相互作
用や意思決定プロセスにおける協働を指しており（Griffin and Hauser 1996; 
Narver and Slater 1990），援助行動とは，各メンバーが抱える問題や業務など
をメンバー同士でお互いに助けあうといった相互扶助を指している（Organ 
1988）。協調行動は特に，製品開発プロジェクトという各人に課せられた職務
図表１：概念モデル
チーム・
アイデンティティ
援助行動
職能多様性
協調行動
新製品優位性 新製品パフォーマンス
チーム要因
（Source）
新製品要因
（Position）
パフォーマンス
（Performance）
H3 (+)
H2a (+)
H7 (+)H2b (+)
H1 (-)
H4 (+)
H5 (+)
H6 (∩)
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上の行動（役割内行動）に焦点を当てており，援助行動は，メンバーの自発的
であり自身の職務遂行とは無関係な行動（役割外行動）に焦点を当てている。
組織要因としては，製品開発チーム内の職能多様性を検討した。職能多様性が
製品開発の成果に及ぼす影響については多くの研究で議論されてきたが，上で
指摘したように，実証研究の結果は必ずしも統一的ではない。そこで本研究で
は，職能多様性と新製品優位性の非線形の関係を検討した。
　新製品優位性とは，当該新製品が競合製品と比較して優れていると知覚され
る程度である（Song and Montoya-Weiss 2001; Song and Parry 1997）。競合製
品と差異化され，卓越していると知覚された新製品は，顧客の満足やロイヤル
ティを獲得できるため，結果的に売上や利益など市場において高いパフォーマ
ンスを達成できることが指摘されており（Song and Parry 1997），企業組織要
因（e.g., Nakata et al. 2006; Song and Parry 1997）やチーム要因（e.g., 石田・
恩藏 2007; Nakata et al. 2006）と新製品パフォーマンスの関係に介在する重要
な媒介変数としての役割が議論されてきた。したがって，本研究においても組
織要因，心理要因，行動要因といった製品開発チーム要因と新製品パフォーマ
ンの媒介要因として，新製品優位性を規定した。
３．仮説の導出
３－１．チーム要因間の関係
　部門横断的な製品開発チームにおいて，各メンバーは，所属部門に応じた思
考世界（製品開発に対する考え方や時間志向）を有している（Dougherty 
1992）。そのため，より多くの部門からメンバーが召集され，チームの異質性
が高まるほど，メンバーは他メンバーとの価値観や行動様式の相違を強く認識
するようになり（Polzer, Milton, and Swann 2002），チームとしての一体感を
醸成し，メンバーにチームへのアイデンティティを抱かせることは困難となる
だろう。
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　Scott（1997）や Keller（2001）では，職能多様性が製品開発チームの心理
要因や行動要因に及ぼす影響が議論されている。Scott（1997）では，職能横
断的な製品開発チームを対象としながら，職能多様性がチーム・アイデンティ
ティに対してマイナスの影響を与えることが明らかにされている。また，
Keller（2001）では，職能多様性が高まるほど，チーム内におけるコミュニケー
ションは減少したり，メンバーの職場ストレスが増加する傾向にあると指摘さ
れている。その背景には，チームの異質性の高まりによって，チーム・アイデ
ンティティが十分に形成されないことがあげられる。したがって，以下の仮説
を設定した。
仮説１： 職能多様性は製品開発チーム・アイデンティティに対してマイナスの
影響を与える
　アイデンティティが強いチームでは，各メンバーは部門代表者としてではな
く，チームの一員であるという意識が強まるため，他部門出身のメンバーに対
するステレオタイプや偏見はなくなり，積極的にコミュニケーションをとろう
とするようになる。また，チームの目標を達成するため，各部門が有する知識
や情報をオープンに共有し，お互いの意見を尊重し，最適解を導き出すために
建設的な議論を行うだろう。Kearney and Gebert（2009）や van Dick et 
al.（2008）の研究では，チーム・アイデンティティがチームにおける情報の共
有や統合といった精緻化プロセスを促進させることが明らかにされている。
　van Knippenberg（2000）は，大学教員の所属学部に対するアイデンティティ
が援助行動にプラスの影響を与えていたという，自身の未発表の研究をレ
ビューしながら，アイデンティティが同じ組織に属する他者に手を貸す動機と
なることを主張している。またミドル・マネジメント・チームを対象とした
Janssen and Huang（2008）やプロジェクト・チームを対象とした van der 
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Vegt, van de Vliert, and Oosterhof（2003）によっても，チーム・アイデンティ
ティが強くなるほど，メンバーは援助行動をとるようになることが指摘されて
いる。したがって，製品開発チームにおいても，メンバーのチーム・アイデン
ティティが高まるほど，援助行動がとられるようになるだろう。
仮説２： 製品開発チーム・アイデンティティは，製品開発チーム・メンバーの
a）協調行動と b）援助行動に対してプラスの影響を与える
３－２．チーム要因と新製品優位性の関係
　製品開発チーム・アイデンティティの向上により，各メンバーは所属部門の
利害にとらわれることなく，新製品の成功というプロジェクトの目標へコミッ
トするようになる（石田 2008）。その結果，製品開発チーム内における協調行
動や援助行動が促進されることに加え，各メンバーは，積極的に意見やアイデ
アを述べたり，プロジェクトのために進んで残業や休日出勤をするなどといっ
た自発的な行動をとるようになる。したがって，製品開発チーム・アイデンティ
ティは新製品優位性を向上させるだろう。
　いくつかの先行研究によって，製品開発におけるチーム・アイデンティティ
の重要性を支持されている。Sethi（2000b）や Sethi, Smith, and Park（2001）
の米国消費財企業をサンプルとした研究では，製品開発チーム・アイデンティ
ティが新製品の革新性やパフォーマンスを向上させることが明らかにされてお
り，Im and Workman（2001）や石田（2008）のハイテク企業を対象とした研
究では，製品開発チーム・アイデンティティと新製品の創造性とのプラスの関
係が支持されている。したがって，以下の仮説を設定した。
仮説３： 製品開発チーム・アイデンティティは，新製品優位性にプラスの影響
を与える
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　部門間の緊密な連携によって，新製品優位性や新製品パフォーマンスが向上
することについては，多くの研究で支持されてきた（e.g., Gerwin and Bar-
rowman 2002; Griffin and Hauser 1996; 石田・恩藏 2007; Nakata et al. 2006; 
Song and Parry 1997）。
　協調行動が新製品優位性を向上させる要因について，２つの理由から説明し
たい。第１の理由として，様々な職能的バックグラウンドを持つ製品開発チー
ム・メンバーのコミュニケーションや協力の促進によって，各部門が有する専
門的な情報，ノウハウ，暗黙知などが効果的に統合されることがあげられる
（Im and Nakata 2008; Griffin and Hauser 1996; Song and Parry 1997）。第２
の理由として，チーム内での飛び交う様々なアイデアや意見に触れることで，
チーム・メンバーは今までとは違った思考や視点を持つようになり，結果とし
てチーム全体の創造性が高まることがあげられる（Amabile et al. 1996）。こ
れらの先行研究の知見に基づいて，以下の仮説を設定した。
仮説４： 製品開発チーム・メンバーの協調行動は，新製品優位性にプラスの影
響を与える
　協調行動は，製品開発を進めるうえでの情報共有や協働といったチーム・メ
ンバーの役割内行動に焦点を当てており，援助行動は，各メンバーが抱える問
題や業務などをお互いに助けあうというチーム・メンバーの役割外行動に焦点
を当てている。
　チーム・メンバーの援助行動が活発に行われることによって，各メンバーの
業務が円滑に進んだり，業務の手順や方法が専門外のメンバーならではの視点
から改善されたりするだろう。また，メンバー間の良好な人間関係が構築され，
コミュニケーションが促進されたり，コンフリクトが建設的に解消されるよう
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になる。その結果，チームの生産性は向上し，優れた新製品の開発に結びつく
だろう。
仮説５： 製品開発チーム・メンバーの援助行動は，新製品優位性にプラスの影 
響を与える
　部門横断的な製品開発チームでは，各メンバーが有する市場や技術などそれ
ぞれの職能領域に関する専門的な知識や情報がチームにもたらされ，多角的な
視点で議論されるため，結果として革新的で創造的な製品アイデアが生み出さ
れやすい（Haon, Gotteland, and Fornerino 2009; 竹内・野中 1985）。例えば，
職能多様性と新製品パフォーマンスの関係を明らかにしたAkgün, Dayan, and 
Benedetto（2008）は，製品開発チームが部門横断的であるほど，情報を獲得し，
共有し，反応するという情報処理能力が向上すると主張し，Haon, Gotteland, 
and Fornerino（2009）は，チーム・メンバーの専門能力が多様になるほど，
顧客，競合他社，技術に関する情報が有効に活用されるようになると指摘して
いる。
　しかしながら，多様性が高まり過ぎると，チームは情報過負荷の状態に陥っ
てしまい（Sethi, Smith, and Park 2001），意見の集約や意思決定は困難となり，
時にはメンバー間に重大な対立が生じてしまうこともある。そのため，チーム
では議論をスムーズに進めるべく，問題を単純化したり，十分な議論や検討を
避ける行動がとられる場合がある（Sethi 2000a）。したがって，過度な多様性
は，優れた新製品の開発への阻害要因となってしまうだろう。Gerwin and 
Barrowman（2002）は，職能多様性を高めることで製品開発の失敗を回避で
きるが，ある地点を越えてしまうと，その効果は見られなくなるだろうと指摘
している。また，Carbonell and Rodriguez（2006）は，適度な職能多様性は
製品開発のスピードを加速させるが，過度な多様性は開発スピードを減速させ
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てしまうことを明らかにしている。
仮説６： 製品開発チーム・メンバーの職能多様性は，新製品優位性と逆Ｕ字の
関係にある
３－３．新製品優位性と新製品パフォーマンスの関係
　Source-Position-Performance フレームワーク（Day and Wensley 1988）で
示されているように，新製品が品質や革新性といった点において，競争上の優
位性を備えており，買い手がそれを知覚し，新製品を購買することで，結果と
して企業は高い売上や利益などのパフォーマンスを達成できる（Song and 
Parry 1997）。Henard and Szymanski （2001）は，メタアナリシスの結果（k = 
15），新製品優位性と新製品パフォーマンスが強い相関関係（r = .48）にある
ことを明らかにしている。また，Nakata et al.（2006）や石田・恩藏（2007）
といった近年の研究においても，新製品優位性と新製品パフォーマンスのプラ
スの関係が支持されている。したがって，以下の仮説を設定した。
仮説７：新製品優位性は新製品パフォーマンスにプラスの影響を与える
４．調査概要
４－１．サンプル
　株式会社ダイヤモンド社が有する会社職員録のデータベースに基づき，上場
製造業企業の事業部門に所属する1,060名（465社）のサンプルを抽出し，2009
年２月中旬に郵送調査を実施した。異動などにより調査票が届かなかったり，
回答を辞退したケースが27件あった。183票の返信が得られたが，そのうち35
票が無回答であった。また部門横断的な製品開発チームではなかったケースや
当該項目に対して無回答だった14の回答をサンプルから除外した。その結果，
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分析に用いた有効回答数は134票だった（回答率＝12.642％）。サンプルの概要
については，図表２に示してある。
　新製品の評価に関して，回答者があまり関与していない新製品や成功した新
製品を意図的に選択してしまう問題を回避するため，以下の点に留意した。そ
れは，（1）回答者が開発，商品化プロセスに関与した新製品であること，（2）成
否に関わらず，発売から少なくとも１年は経過しており，成果が測定できる新
製品であることである。
　非回答バイアスを検討するため，早期に得られた回答と後期に得られた回答
を比較した（Armstrong and Overton 1977）。具体的には，調査実施において
設けた回答期限以内の回答（系統的抽出法により抽出 ; n = 13）と期限以降に
図表２：サンプルの概要
N（社数） ％ N（社数） ％
業種 従業員数
食料品  13 11.818 300人未満  10 9.091
繊維製品 　8 7.273 300～1,000人未満  35 31.818
パルプ・紙 　1 0.909 1,000～5,000人未満  44 40.000
化学  15 13.636 5,000～10,000人未満  14 12.727
医薬品 　2 1.818 10,000人以上 　7 6.364
ゴム製品 　2 1.818 合計 110 100.000
ガラス・土石製品 　4 3.636
鉄鋼 　3 2.727 売上高
金属製品 　7 6.364 100億未満 　7 6.364
機械  14 12.727 100～300億未満  20 18.182
電気機器  24 21.818 300～1,000億未満  30 27.273
輸送用機器 　8 7.273 1,000～3,000億未満  24 21.818
精密機器 　4 3.636 3,000億～１兆未満  21 19.091
その他製品 　5 4.545 １兆以上 　8 7.273
合計 110 100.000 合計 110 100.000
※売上と従業員数については日経NEEDS データベースより，07年８月～08年５月の決算期
におけるデータを用いた
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返信された回答（n = 10）の平均値を t 検定によって比較した。その結果，本
研究で用いた各構成概念の下位尺度得点⑵の平均値には有意差がなく，また従
業員数，資本金，売上，ROAなど企業規模や経営状況を示す指標には有意差
が確認できなかった（p > .10）⑶。したがって，本研究において非回答バイア
スは問題とならないことが明らかとなった。
　本研究では，独立変数と従属変数を単一の回答者に尋ねているため，コモ
ン・メソッド・バイアスが問題となる可能性がある。そのため，Harman’s 
One Factor Test を実行した（Podsakoff and Organ 1986）。職能多様性を除く
５つの構成概念（質問項目の合計数＝21）を用いて，固有値１以上を因子抽出
の条件とする探索的因子分析（回転なし）を行った結果，５つの因子が抽出さ
れ，また第１因子の寄与率は21.999％であった。したがって，コモン・メソッ
ド・バイアスは問題とならないことが確認できた⑷。
４－２．測定尺度
　本研究の測定尺度は，先行研究において十分に信頼性や妥当性が検証されて
いるものを採用し，すべて５件法のリッカート尺度によって測定した（付属資
料１参照）。製品開発チーム・アイデンティティは Sethi, Smith, and Park
（2001），製品開発チーム・メンバーの協調行動はNarver and Slater （1990）⑸，
製品開発チーム・メンバーの援助行動は田中（2002），新製品優位性はNakata 
et al.（2006）とSong and Parry（1997）の測定尺度を採用した。新製品パフォー
マンス⑹については，Im and Workman（2004）に基づき，当該新製品の売上，
利益，ROI，市場シェアの４項目から測定し，職能多様性については，いくつ
かの先行研究（e.g., Cabrales et al. 2008; Lee and Chen 2007; Sethi 200a; Sethi, 
Smith, and Park 2001）に基づき，チーム・メンバーの所属部門数の合計から
測定した。
　製品開発チームの規模や業種の相違が新製品優位性や新製品パフォーマンス
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に及ぼす影響を統制するため，これらの変数をモデルに導入した。製品開発
チームの規模はチームの人数により測定し，業種については楠木・野中・永田
（1995）に従い，図表２における食料品から金属製品を素材型，機械からその
他製品までを組立型とし，ダミー変数として扱った。
　図表３には，各構成概念の下位尺度得点の相関と記述統計量が示されてい
る。新製品パフォーマンスの平均値は3.078（標準偏差［S.D.］ = 1.005）であり，
被験者が成功した新製品を選んでしまうバイアスは回避されていることが確認
できる。構成概念間の相関係数の最大値は .794（職能多様性１次項－職能多様
性２次項）であり，多重共線性は問題とならないことが明らかとなった（Judge 
et al. 1988）⑺。また，（1）職能多様性１次項－チーム・アイデンティティと（2）
職能多様性２次項－新製品優位性以外の相関関係については仮説通りとなり，
10％水準で有意だった。
４－３．測定尺度の信頼性と妥当性
　Anderson and Gerbing（1988）の２ステップ・アプローチに基づき，仮説
の検証に先立って構成概念の測定尺度の信頼性と妥当性を検討した。信頼性に
ついては，a係数により検討した。その結果，すべての構成概念の a係数は .70
以上となり，内的一貫性が確認できた（Nunnally 1978）。妥当性については，
最尤推定法による確認的因子分析（CFA）により検討した。サンプル数と比較
して観測変数の数が多いため，本研究では（1）独立変数（チーム・アイデンティ
ティ，協調行動，援助行動）と（2）従属変数（新製品優位性，新製品パフォー
マンス）という２段階のCFAを実行した⑻。２つのCFAモデルの適合度指標
は良好であり（Baggozi and Yi 1988; Browne and Cudeck 1993），本研究の測
定尺度は十分な一次元性を有していることが明らかとなった（付属資料２参照）。
　観測変数から潜在変数へのパスの有意性と係数（> .40）を基準として収束
妥当性を検討したところ，すべてのパス係数は .40以上となり，１％水準で有
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意だった（Anderson and Gerbing 1988）。弁別妥当性については，潜在変数間
の相関を１に固定したモデルと自由推定したモデルの c2値を算出し，有意差
が確認できるかどうかを検討した。その結果，自由推定モデルと固定モデルの
c2差は１％水準で有意であり（Δc2 [1] = 44.392～89.374），AIC は低い値となっ
た。したがって，本研究の測定尺度は十分な弁別妥当性を備えていることが明
らかとなった（Anderson and Gerbing 1988）。
５．分析結果
５－１．仮説の検証
　仮説１～５，７の検証には，下位尺度得点を用いた最尤推定法によるパス解
析を実行し，仮説６の検証には階層的回帰分析を実行した。職能多様性の１次
図表３：構成概念の下位尺度相関行列と記述統計量 a
（1） （2） （3） （4） （5） （6） （7） （8） （9）
（1）チーム・アイデンティティ 1
（2）協調行動  .429*** 1
（3）援助行動  .208**  .223*** 1
（4）職能多様性（１次項）  .164*  .111  .172** 1
（5）職能多様性（２次項）  .193**  .105  .218**  .794*** 1
（6）新製品優位性  .319***  .296***  .166*  .100   .006 1
（7）新製品パフォーマンス  .129  .054  .168*  .125   .053  .173** 1
（8）チーム規模  .095  .073  .194**  .475***   .328***  .085 ‒.026 1
（9）業種 b  .114 ‒.048 ‒.003  .155*   .058  .119  .011   .220** 1
平均値 c 3.857 4.055 3.402 4.291  5.893 4.182 3.078 15.572 －
標準偏差  .689  .746  .619 2.437 17.612  .592 1.005 19.333 －
a  .723  .756  .775 － －  .836  .866 － －
項目数 3 3 4 1 － 7 4 1 1
***p < .01, **p < .05, *p < .10（両側）
a 中心化した下位尺度得点を用いている
b素材型を０，組立型を１としている
c 職能多様性（２次項）を除いて，中心化していない下位尺度得点の平均値が示されている
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項と２次項において多重共線性が問題となるのを回避するため，Aiken and 
West（1991）に従い，すべての下位尺度得点を中心化し，職能多様性の２次
項を作成したうえで分析を行った。
　パス解析モデルの適合度指標は，c2 (12) = 14.740，p = .256，SRMR = .055，
GFI = .973，IFI = .975，CFI = .971，RMSEA = .041だった。c2検定の結果，「構
成された分析モデルは正しい」という帰無仮説は棄却されず（p > .10），SRMR
は .08以下であり（Hu and Bentler 1999），GFI，IFI，CFIは .95以上であり（Hu 
and Bentler 1999），RMSEAは .08以下であり（Browne and Cudeck 1993），
良好な適合度が確認できた。各変数の重相関係数の平方は，.027（チーム・ア
イデンティティ），.184（協調行動），.043（援助行動），.148（新製品優位性），.032
（新製品パフォーマンス）だった。
　職能多様性は製品開発チーム・アイデンティティに対してプラスの影響を与
えており（b = .164, t = 1.920, p < .10），仮説１は棄却された。製品開発チーム・
アイデンティティは，製品開発チーム・メンバーの協調行動（b = .429, t = 5.471, 
p < .01），そして製品開発チーム・メンバーの援助行動へプラスの影響を与え
ており（b = .208, t = 2.458, p < .05），仮説２aと仮説２bが支持された。
　製品開発チーム・アイデンティティと製品開発チーム・メンバーの協調行動
は，新製品優位性へプラスの影響を与えていたが（仮説３［b = .206, t = 2.285, 
p < .05］，仮説４［b = .194, t = 2.166, p < .05］支持），製品開発チーム・メンバー
の援助行動からのパスは有意とはならなかった（仮説５［b = .077, t = .352, p 
> .10］棄却）。新製品優位性から新製品パフォーマンスへのパスは５％水準で
有意となり，仮説７は支持された（b = .176, t = 2.050, p < .05）。
　階層的回帰分析では，新製品優位性を従属変数とする２つの回帰モデルを実
行した。モデル１は，６つの独立変数（チーム・アイデンティティ，協調行動，
援助行動，職能多様性，チーム規模，業種）から構成されるモデルであり，モ
デル２は，モデル１に職能多様性の２次項を加えたモデルである。分析の結果，
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モデル２は，モデル１よりもR2値が10％水準で有意に増加しており（ΔR2 = 
.022, ΔF = 3.362, p < .10），また職能多様性の２次項は10％水準で有意であり，
係数は負の値を示した（b = ‒.250, t = ‒1.834, p < .10）⑼。したがって，仮説６
は支持された。下位検定として，Simple Slope Analysis を施した（Aiken and 
West 1991）。職能多様性が ±1S.D. の値をとった場合（高群，低群）の Simple 
Slope の係数と有意性を検討したところ，多様性の低群においては職能多様性
と新製品優位性のプラスの関係が確認されたが（b = .093, t = 1.717, p < .10），
高群においては有意な関係が確認されなかった（b = .011, t = .482, p > .10; 図
表６参照）。職能多様性が新製品優位性に対してマイナスの影響を与える水準
を探索的に検討したところ，職能多様性が極めて高い水準（+4S.D.）において，
有意な影響を与えることが明らかとなった（b = ‒.112, t = ‒1.682, p < .10）。
図表４：パス解析の結果
独立変数 　　従属変数 仮説 b （S.E.） t 値
職能多様性 →　チーム・アイデンティティ H1  .164* （.024） 1.920
チーム・アイデンティティ →　協調行動 H2a  .429*** （.085） 5.471
チーム・アイデンティティ →　援助行動 H2b  .208** （.076） 2.458
チーム・アイデンティティ →　新製品優位性 H3  .206** （.078） 2.285
協調行動 →　新製品優位性 H4  .194** （.071） 2.166
援助行動 →　新製品優位性 H5  .077 （.079）  .931
職能多様性 →　新製品優位性 －  .011 （.022）  .901
新製品優位性 →　新製品パフォーマンス H7  .176** （.146） 2.050
チーム規模 →　新製品優位性 －  .009 （.003）  .926
チーム規模 →　新製品パフォーマンス － ‒.041 （.005）  .640
業種 →　新製品優位性 －  .101 （.097）  .218
業種 →　新製品パフォーマンス － ‒.001 （.176）  .994
c2 (12) = 14.740, p = .256, SRMR = .055, GFI = .973, IFI = .975, CFI = .971, RMSEA = .041
***p < .01, **p < .05, *p < .10（両側）
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図表５：階層的回帰分析の結果
独立変数 従属変数：新製品優位性
モデル1 モデル2
b （S.E.） t 値 b （S.E.） t 値
チーム・アイデンティティ  .206** （.080） 2.222  .223** （.079）  2.418
協調行動  .194** （.073） 2.103  .186** （.073）  2.033
援助行動  .077 （.083）  .892  .098 （.083）  1.136
職能多様性（１次項）  .011 （.023）  .122  .215 （.035）  1.482
職能多様性（２次項） ‒.250* （.003） ‒1.834
チーム規模  .009 （.003）  .089 ‒.007 （.003）  ‒.079
業種  .101 （.100） 1.189  .085 （.100）  1.007
VIF の最大値 1.355 3.197
条件指標の最大値 2.669 3.745
R2  .150  .172
Adj. R2  .110  .126
F 3.736*** 3.742***
ΔR2  .022
ΔF 3.362*
***p < .01, **p < .05, *p < .10（両側）
図表６：職能多様性と新製品優位性
新
製
品
優
位
性
+4S.D.+3S.D.+2S.D.+1S.D.
職能多様性
mean-1S.D.
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５－２．追加的分析
　パス解析の結果，製品開発チームにおける援助行動から新製品優位性へのパ
スは有意とはならなかった。そこで，追加的分析として，Ng and Dyne（2005）
と同様に，援助行動の２次項をモデルに導入し，援助行動と新製品優位性の曲
線関係を検討した。図表５のモデル２に援助行動の２次項を追加し，回帰分析
を行った結果，モデル２よりもR2値が５％水準で有意に増加し（ΔR2 = .032, 
ΔF = 5.093, p < .05），援助行動の２次項から新製品優位性へのパスは５％水準
で有意となった（b = .194, t = 2.254, p < .05）⑽。また，下位検定の結果，低援
助行動群（‒1S.D.）においては有意な関係が確認されなかったが（b = ‒.069, t 
= ‒.636, p > .10），高援助行動群（+1S.D.）では，援助行動と新製品優位性のプ
ラスの関係が確認された（b = .340, t = 2.498, p < .05）。
６．議論
　上場企業を対象とした調査と分析の結果，仮説２a，仮説３～７は支持され
た。一方，仮説１と仮説２bは棄却されたが，興味深い結果が得られた。本節
図表７：援助行動と新製品優位性
新
製
品
優
位
性
+1S.D.mean-1S.D.
援助行動
-2S.D.-3S.D.
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では，前節で得られた分析結果について考察を加えていく。
　職能多様性は製品開発チーム・アイデンティティを低下させるという仮説や
欧米での研究（e.g., Keller 2001; Scott 1997）とは異なり，チーム・アイデンティ
ティを向上させていた。その理由として，日本企業の特徴が考えられる。日本
企業では配置転換などの人事異動が活発に行われる傾向にあり，従業員は様々
な部門を経験する。その結果，多様な思考世界を身につけることができ，部門
横断チームにおいても他部門出身のメンバーと違和感を有することなく一緒に
プロジェクトへ従事できるようになる。さらに，多様な部門出身のメンバーか
ら構成されるチームに所属することで，メンバーは，当該製品開発プロジェク
トが自社にとって戦略的に重要な位置付けにあると認識するだろう。そのた
め，チーム・メンバーは当該プロジェクトに携わることに誇りを感じ，チーム
への帰属意識を強めていくのかもしれない。
　製品開発チーム・アイデンティティは新製品優位性に対して直接的な影響と
ともに，チーム内における協調行動を媒介してプラスの影響を与えていた（総
合効果 = .306, t = 2.991, p < .01）⑾⑿。一方，援助行動と新製品優位性の関係は
線形ではなく，Ｕ字型であることが明らかとなった。部門横断的なチームでは，
各メンバーの業務の職能領域は異なるため，専門外である他のメンバーの業務
を手伝うことは容易ではなく，中途半端な援助行動は新製品優位性に結びつく
ことはない。しかしながら，積極的な援助行動によって，メンバー間の良好な
人間関係が構築され，コミュニケーションが促進されたり，業務の手順や方法
が専門外ならではの視点から改善されたりすることで，結果としてチームのパ
フォーマンスが向上すると考えられる。
　仮説６の結果から，職能多様性と新製品優位性は逆Ｕ字の関係にあることが
明らかとなった。ただし，職能多様性が新製品優位性にマイナスの影響を及ぼ
すのは，多様性が極端に高い水準（+4S.D.）であり，本研究のデータの大部分
（±1S.D.）では，職能多様性が新製品優位性に与える影響はプラスであり，多
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様性の増加とともに逓減していた（図表６参照）。上述したように，日本企業
には，部門横断的な製品開発チームが有効に機能しやすい環境が整っているた
め，職能多様性が一般的に高い水準となったとしても，チームの成果にマイナ
スの影響を与えることはあまりないと考えられる。しかし，必要以上に多くの
部門からメンバーを招集すると，各メンバーの知識や専門能力を開発される新
製品へ十分に結び付けることができなくなるため，チームを構成する際は注意
しなければならない。
　新製品優位性は新製品パフォーマンスに対してプラスの影響を与えていた。
これは，石田・恩藏（2007），Nakata et al.（2006），Song and Parry（1997）
の結果を追認するものであり，競合他社よりも優位性を持った新製品の開発の
重要性を改めて示している。コモディティ化が進む現在の市場環境において，
他社と明確に差異化された新製品を開発するためには，本研究で議論したアイ
デンティティ，協調行動，職能多様性といったチーム要因が重要となるだろう。
７．まとめと今後の課題
　製品開発研究において，これまで研究者たちは部門横断的な製品開発チーム
の有効性を繰り返し強調してきた。しかしながら，先行研究の多くはチーム内
におけるコミュニケーションや相互作用といった行動要因に着目しており，
チームの心理的要因についてあまり議論されてこなかった。また，チームを組
織する上で重要な変数であるメンバーの職能多様性については，新製品の革新
性やパフォーマンスに及ぼす様々な影響が報告されており，統一的な見解を得
るには至っていない。
　上記の先行研究における課題を踏まえ，本研究では，Source-Position-Per-
formance フレームワーク（Day and Wensley 1988）を援用しながら，部門横
断的な製品開発チームにおける心理要因，行動要因，組織要因が新製品パ
フォーマンスに及ぼす影響について議論してきた。日本の上場製造業企業を対
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象とした調査の結果，チームの心理要因であるチーム・アイデンティティは，
メンバーのチーム内における協調行動と援助行動を促進させるだけでなく，新
製品優位性に直接的な影響を与える重要な要因であることが明らかにされた。
さらに，チームの職能多様性が高まるほど新製品優位性も高まるが，ある水準
を超えてしまうと職能多様性は新製品優位性を低下させてしまうという逆Ｕ字
の関係が示された。
　本稿を結ぶにあたり，本研究の限界や今後の課題について示したい。第1 に，
本研究では，独立変数と従属変数の測定に同一の回答者を用いており，コモ
ン・メソッド・バイアスが回避できていない。Harman’s One Factor Test の
結果が示すように，コモン・メソッド・バイアスは問題とはなっていないが，
影響を完全に排除できているわけではない。今後の研究では，独立変数と従属
変数で異なる回答者を用いる２段階サンプリングを用いるべきである。
　第２に，本研究では，製品開発チームの組織要因として，職能多様性のみを
議論している。また，職能多様性の質的側面に関しては十分な議論がなされて
いない。例えば，技術開発や設計など思考や価値観が比較的類似したメンバー
から構成されるチームと，マーケティングと技術開発など思考が多様なメン
バーから構成されるチームでは，メンバーの意識や行動は大きく異なるだろ
う。したがって，今後の研究では，職能多様性の質的側面に焦点を当てたり，
性別，国籍，教育水準などチームの多様性を規定する職能以外の要因を含めて
検討すべきである。
　第３に，本研究では，チーム要因を独立変数として設定しており，チームの
心理要因や行動要因に影響を及ぼす先行要因について十分には検討されていな
い。例えば，Kearney and Gebert（2009）や Scott（1997）は，プロジェクト
のチーム・メンバーに一体感を持たせたり，メンバー間のコミュニケーション
を促進させるうえで，チーム・リーダーが大きな役割を果たすと指摘しており，
また Im and Nakata（2008），Sethi and Nicholson（2001），Sarin and Maha-
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jan（2001）などは，部門横断的な製品開発チームのパフォーマンスを高めるう
えでのチーム・メンバーに対する評価や報酬制度の重要性を強調している。し
たがって，今後の研究では，職位，所属部門，社内での影響力などリーダーに
関する様々な要因や企業の報酬制度がチームに与える影響を検討すべきだろう。
　最後に，仮説１（職能多様性－チーム・アイデンティティ）と仮説５（援助
行動－新製品優位性）が棄却されたが，この結果は今後の研究に関して重要な
含意を有している。上で議論したように，仮説が棄却され，職能多様性とチー
ム・アイデンティティはプラスの関係にあり，援助行動と新製品優位性にはＵ
字型の関係があったことにはいくつかの理由が考えられる。今後の研究では，
職能多様性とチーム・アイデンティティの関係性に影響を及ぼす組織文化の違
いやジョブ・ローテーションなどのモデレータ要因を明らかにすべきである。
また，実験やフィールド調査などを通じて，援助行動とチーム・パフォーマン
ス関係のより詳細なメカニズムを明らかにするべきである。
注⑴　2003年に実施された米国製品開発管理協会（PDMA）の調査によると，416社の回答企業のう
ち約69％の企業が部門横断的な製品開発プロセスを採用していると回答しており（Barczak, 
Griffin and Kahn 2009），また2005年に実施された十川らの調査によると，203社の回答企業のう
ち約35.9％の企業が事業開発や製品開発において部門横断的な交流や協力が積極的になされてい
ると回答している（十川ほか 2006）。
⑵　各構成要素における質問項目の得点を合計し，項目数で除したものを下位尺度得点とした。
⑶　サンプル企業の従業員数，資本金，売上，ROAについては，日経NEEDS-FAMEより2007年
８月から2008年５月の決算におけるデータを利用した。また，ROAの算出式は下記の通りである。
　ROA＝　　　　　　　
営業利益
　　　　（期首時の総資産＋期末時の総資産）／２
⑷　Podsakoff and Organ （1986）によると，探索的因子分析（回転なし）によって，（a）因子がひ
とつしか抽出されない場合と，（b）第１因子がデータの分散の過半数以上（the marjority）を説
明する場合，コモン・メソッド・バイアスが問題になるという。
⑸　Narver and Slater（1990）の尺度は，職能横断的統合を測定するものであるため，本研究で
は彼らの尺度をチーム内における協調行動を測定するよう修正を施している。
⑹　被験者に対して，新製品の実際の売上高や利益額を尋ねるのは困難であったため，本研究では
新製品パフォーマンスの測定において，主観的尺度を用いている（付属資料１参照）。Dess and 
Robinson（1984）では主観的尺度と客観的尺度には有意な相関があると報告されており，また
多くの先行研究（e.g., Im and Workman 2001; 2004; Sethi 2000b; Song and Montoya-Weiss 2001; 
Song and Parry 1997）において主観的尺度が採用されている。したがって，パフォーマンスの
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測定における主観的な尺度の採用は妥当であると判断した。
⑺　Judge et al.（1988）は，重回帰モデルにおける独立変数間の相関係数が .8 以上となる場合，
それらの変数間で多重共線性が問題となる可能性が高いと指摘している。
⑻　本研究では観測変数の数が多く，構造モデルを構成した場合，Bentler and Chou（1987）のカッ
トオフ基準である，５：１（サンプル数：推定パラメータ数）を満たすことができないため，
CFAモデルを２つに分割した。
⑼　モデル１とモデル２において，VIF はすべて10以下となり（Myers 1990），条件指標はすべて
30以下であったため（Belsley, Kuh, and Welsch 1980），多重共線性は問題とならないことが明
らかとなった。
⑽　追加的分析の回帰モデルにおけるVIF の最大値は3.203であり，また条件指標の最大値は3.872
であり，多重共線性は問題とならないことが確認できた（注⑼参照）。
⑾　Sobel（1986）のデルタ法に基づき総合効果の標準誤差を算出したうえで，t 値を求めた。
⑿　ブートストラップ法（B = 500）によっても，チーム・アイデンティティから新製品優位性へ
の総合効果の有意性を検討したところ（MacKinnon, Lockwood, and Williams 2004; Shrout and 
Bolger 2002），総合効果の95％信頼区間に０は含まれておらず，５％水準で有意であることが確
認された。
付属資料１：構成概念の測定尺度
製品開発チーム・アイデンティティ（Sethi, Smith, and Park 2001）
　SI1 （チームのメンバーは，）チームに対して，強い帰属意識を有していた
　SI2 （チームのメンバーは，）チームの一員であることを重んじていた
　SI3 （チームのメンバーは，）共通のプロジェクト目的に取り組んでいた
製品開発チーム・メンバーの協調行動（Narver and Slater 1990）
　CFI1 メンバーは自由にお互いの情報や意見を交換していた
　CFI2  メンバーは，新製品開発のアイデアを見出すため，他部門出身のメンバーの情報や意見に対して積極的に耳を傾けていた
　CFI3 新製品開発の意思決定を行う際，メンバーは，出身部門の違いに関係なく協力していた
製品開発チーム・メンバーの援助行動（田中 2002）
　OCB1 多くの仕事を抱えているメンバーの手助けをした
　OCB2 仕事上のトラブルを抱えているメンバーを，進んで手助けした
　OCB3 休んでいるメンバーの仕事を代わりに手伝った
　OCB4 周りにいるメンバーに手を貸せるようにいつも準備していた
職能多様性
 チーム・メンバーの出身部門を合計するといくつになりますか
新製品優位性（Nakata et al. 2006; Song and Parry 1997）
　NPA1 製品固有の機能や属性を有している
　NPA2 顧客のニーズに合致している
　NPA3 競合他社の製品よりも品質が高い
　NPA4 顧客に対して，比類ないベネフィットを提供している
　NPA5 従来，顧客が抱えていた問題を解決できる
　NPA6 既存製品に置き換わるほど，革新的である
　NPA7 競合他社の製品とは明確に差別化できている
新製品パフォーマンス（Im and Workaman 2004）
　貴社の目標に鑑みて，この新製品は　　　　の面で成功している
　NPP1 売上
　NPP2 利益
　NPP3 投下資本利益率（ROI）
　NPP4 市場シェア
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